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処　分　庁
大阪市平野区保健福祉センター所長

審査請求人が、平成１９年３月２０日付｡けで提起した生活保護法に基
づく保護廃止決定処分に係る審査請求について、次のとおり裁決する。

主 文

処 分庁 が平成１９年３月２日付けで行った保護廃LE 決定処分を
収り 消す 。

理

第１･ 審査請求の趣旨及び理由

１ 審 査 請 求 の 趣 旨

由



本 件 審 査 請 求 め 趣 旨 は 、 処 分 庁 が 平 成1 ’ ９ 年 ３ 月 ２ 日 付 け で 審 査

請 求 人 （ 以 下 「 請 求 一人 」 と い う 。） 眦 対 し て 行 っ た 生 活 保 護 法 （ 以

下 「 法 」 と い う 。） に 基 づ､く 保 護 廃 止 決 定 処 分 （ 以 下 「 本 件 廃 止 決
１　　　　　　　　　　　　　　　　　　-●　　　　　。　　　　　　　　　　　　●

定 」 と い う 。） め 取 り 消ｔ を 求 め る も の と 解 さ れ る 。　　　　　　･･

２　 審.査請求の理由

本件審査請求の理|紅の要旨は、次のとおりである；

（１）　請求人は、保護を受けた平成１８年１０月から同年･1 2 月末
までに仕事を見つ=ける’よう執拗に言われ、就職活動報告書を毎
週月曜日に出すごとを条件に保護を受けた。期限付きで保護を
認めるということー自体違法であるが、請求人は皿 竟許証もな
く、資格もないため、なかなか仕事が見つからなかった。

（２）　平成１９年２月１３日に２回目Iの指導文書をもらいに区役所
に行き、その時に「生活保護は２月２８日までで、３月からは
打ち切る」と言われた。法第２７条第２項は、「前項の指導又
は指示は、被保護者の自由を尊重し、必要の最小限度に止めな
ければならない。」ま･だ、同条第３項は、「第１項の規定は、被
保護者の意に反して、指導又は指示を強制し得るものと解釈し
Iてはならない。」と規定している。

（３）　･法第６２条第４.項は、「保護の実施機関は、前項の規定によ
り保護の変更、停止又は廃止の処分をする場合には、当該被保
護者に対して弁明の機会を与えなければならない。この場合に

＝　おいては、あらかじめ、当該処分をしようとする理由、弁明を
すべき日時及び場所を通知しなければならない。亅 また、同条
第５項は、「第３項の規定による処分については、行政手続法
第３章（第１２条及び第１４条を除く）の規定は、適用し々い。」
と規定して’いる。

（４）　 行政手続法第３章第１４条第１項は、「行政庁は、不利益処
分をする場合には、その名あて人に対し、同時に、当該不利益



（5 ）I

処分の理由を｡示さなければならない。ただし、当該理由を示さ
ないで処｡分をすべき差し迫った必要がある場合は、この限りで
ない。」また、同条第３瑣は、「不利益･処分を書面でするときは、
前２項の理由ぱ、書面により示さなければならない。」と規定
している。

このように’、諳求人に対する「保護廃止」という生存に拘･わ
る重大な不利益処分であるにもかかわらず、処分庁の今回の処
分は廃止理由が全く書かれておらず、行政手続法に照･らしあわ
せても瑕疵があり、処分の無効、撤回を求めるものである。

（６）　 なお、諳求人らが処分庁に･抗議したところ、理由を訂正した
’ 文書が３月2 0, 日に請求人に届けられた。しかし、市民-に対す
る不利益処分をした文書が後‘日、法的（あるいは行政的）に根。
拠もなく、処分庁の一方的な判断で「書き換えられる」」という
ごとが簡単にできるのであれば、ノ市民は行政への信頼を失うこ
とになりかねない。訂正の文書が送られてきたのが３月２･Ｏ日
卜である･が、処分庁の言い分は「３月２日付」であり、到底納得
のいくものではない。　　　犬

第２　当庁が認定した事実及び判断

１ 当庁 が認定した事実

（ １ ）　 平 成 １ ８ 年 １ ０ 月 １ ３ 日 、 処 分 庁 に て 、 請 求 人 の 生 活 保 護 が

･` 　　 開 始 さ れ た こ と ○　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　・

（2 2･　 ドヽ成亅 ８年１２月2 -6 上|付’忖で、処分庁は請求 人､に 対し、|’請
求人はかねてより就労について指導・指示を受けてきたにもかか
わらずいっこうに改善のあとがみられないため、早急に就労を開
始すること。また、今後の自立に向けた計画の内容について、「就
業計画書」にて同月２･ 8 日 までに提出すること。「就業計画書」

▽に基づき行った行動の結果に｡ついて同１９年１ 月３１日 までに
平野区保健福祉センターへ報告すること。」と記載した法第２７



条に基づく指 導指示書を交 付し たこと。

（３） 処分’庁は請求人に対し、上記（２）のとおり文書による指示を
行ったが、改善または努力のあとが認められないとして、法第
６２条第４項に基づき、保護廃止等に係る弁明の機会付与を通知
し、平成亅 ９年２月１ ３ 日 に弁明の機会を与えたこと。･。
なお、同通知書には、指示事項、内容として「請求人は、かね

てより就労について･指導・指示を･受けてきたにもかかわらずいっ
こうに改善のあとがみられないため、早急に就労を開始するこ
と。」などと記載されていたこと。

（ ４ ） 平成＼19年３月２･日付けで、処分庁は諳求人に対し、同年２
月２８日限りで保護を廃止する旨通知したこと○･･同通知書には、
廃止の理由として「平成１９年３月１日付保護廃止とする」と記
載されてい｡たこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I･

（５）　処分庁は、請求人からの指摘を受け、上記（４）＼の通知書の
差し替えとして「稼働能力を有するにもかかわらず不就労の状
態が続いたため.、法第２７条の規定により、文書にて指導指示
を行うも正当な理由無･くこれに従わなかったため=、同法第.62
条第３項の規定により保護を廃止する．」と記載した保護廃止
決定通知書を同人に送付したことＯ･ ”

２　 判　 断

（１） 法第２７条第１項は、「保護の実施機関は、陂保護者に対して、
生活の維持、向JIその他保護の目的達成に必要な指導又は指示をす
ることができる。」と規定している。
また、法第６２条１項では、被保護者は、保護の実施機関が、「第

２７条の斑定により、被保護者に対し、必要な指導又は指示をした
ときは、これに従わなければならない。」と定め、同条３瑣には、
保護の実施機関は、被保護者が、その「義務に違反したときは、保
護の変更、停止又は廃止をする｡ことができる。」と規定している。
’なお、同条第５項には、「第３項の規定による処分については、



行 政 手 続 法 第 ３ 章 （ 第 １ ２ 条 及 び 第 １ ４ 条 を 除 く 。） の 規 定 は 、 適 用

し な い 。」 と 規 定 し て い る 。　　 －　　　　　　
¶　　Ｉ　　　　　　　　　　　　

Ｉ　　　Ｉ

（２） 行政手続法第３章第１４条第１項は、「行政庁は、不利益処分
を･する場合には、その名あて人に対し、同時に、当該不利益処分
の理由を示さなければな｡らない･。（以下略）」と規定し、同条第３
項は、「不利益処分を書面でするときは、前２項･の理由は、書面
により示さなければならない。」と定めている。　　　’　　レ

（ ３･ ） 本 件 に つ い て み る と 、 前 記 （ １ ） 及 び （ ２ ） の と お り へ 保 護

廃 止 決 定 書 に は 、 廃 止 処 分 の 理 由 を 示 さ な け れ ば な ら な い と こ

ろ 、 前 記 第 ２･ の １ の （ ４ ） の 認 定 事 実 の と･ お り 、 本 件 廃 止 決 定

･ｉ■　　■・　　　・　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １
の 通 知 書 に は 、 廃 止 処 分 の 理 由 が 示 さ れ で お ら ず 、 行 政 手 続 法

第 １ ４ 条 第 １ 項 及 び 第 ３ 項 の 規 定 に 違 反 し て お り 、 本 件 廃 止 決

定 に は 手 続 上 の 瑕 疵 が あ る 。

（ ４ ） な お 、 前 記 第 ２ の １ の （ ５ ） の と お り 、 処 分 庁 は 、 本 件 廃 止 決
Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　韆　　　　I■
定 め 後 、 差 し 替 え と し て 廃 止 理 由 を 明･記 し た 保 護 廃 止 決 定 通 知 書

を 送 一台 し て い る こ と か ら 、 本 件 廃 止 決 定 は 正 当 で あ り 有 効 で あ る

旨 主 張 す る 。 し か し な が ら 、 理 由 の 追 加 や 差 し 替 え を 容 易 に 鰓 め

る と 、 処 分 理 由 の 提 示 を 要 求 し た 行 政 手 続 法 の 趣 旨 が 没 却 さ れ 、

信 義 に 反 す る 結 果 を 招 く こ と か ら 、 差 し 替 え の 通 知 書 が 送 付 さ れ

た こ と を 祕 っ て 、 本 件 廃 止 決 定 の 瑕 疵 が 治 癒 さ れ た と み る こ と は

で き な い 。’

よ っ て 、 本 件 廃 止 決 定 に つ い て は 、 取 り 消 し を 免 れ な い と 判 断

す る 。

以上の理由により、行政｡不服審査法第４'O条第３項の規定を適用して
主文のとおり裁決する。



平 成 １ ９年 ８月２．４ 日

審査庁　大阪府知事　齊藤　房

教 －ボ

この裁決に不服があるときは、この裁決があったことを知った日の翌
日から起算して３０日以内に、厚生労働大臣に対し再審査請求をするこ
とができます（なお、裁決があったことを知った日’の翌日から起算して
３０日以内であっても、裁決があった日の黶日から･起算し.て１年を経過
すると再審査請求をするごと万‥がこ=召Ｌき＝な､くなります．）．
また、．この裁決については、こ応裁決があったことを知った.日の翌日

から起算して６箇月以内に、この裁決の前提’となる決定をした.市を被告
として（訴訟において市を代表する者は市長となります．）決定の取消･
しの訴えを、あるいは大阪府を被告として（訴訟･において大阪府を代表
する者は大阪府知事となります．）二の裁決の取消し.の訴えを年起する
’ことができます（なお、裁決があ？たこ.とを知った日の翌日から起算し
て６箇月.以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して１年を経
過すると決定及び裁決の取消しの訴えを提起することができなくなり･
ます．）．


